
〒102-0093 
東京都千代田区平河町2-4-2 
代表 TEL 03（3262）5234 
旬報 TEL 03（3262）2309 
発行人 大竹　邦実 

��������������
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
� �������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

����������������������������������
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

本
会
で
は
こ
の
ほ
ど
、
全
国
８
０
６
市
（
東
京
２３
特
別
区
を
含
む
）

を
対
象
と
し
た
「
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」
を
ま

と
め
た
。
調
査
期
間
は
平
成
２１
年
１
月
１
日
か
ら
１２
月
３１
日
。

本
紙
で
は
、
調
査
結
果
の
概
要
を
今
号
か
ら
数
回
に
分
け
て
掲
載

す
る
。
調
査
結
果
は
、
７
月
９
日
付
で
全
市
議
会
へ
送
付
予
定
。

第
１
回
定
例
会
の
「
会
期
日

数
」
は
全
市
平
均
２４
・
０
日
、「
会

議
日
数
」
は
５
・
９
日
。
第
２
回

定
例
会
は
「
会
期
日
数
」
１７
・
２

日
、
「
会
議
日
数
」
５
・
１
日
。

第
３
回
定
例
会
は
「
会
期
日
数
」

２３
・
１
日
、
「
会
議
日
数
」
５
・

２
日
。
第
４
回
定
例
会
は
「
会
期

日
数
」
１７
・
２
日
、
「
会
議
日
数
」

５
・
１
日
と
な
っ
た
。
ま
た
、
第

１
回
か
ら
第
４
回
ま
で
の
年
間
日

数
を
み
る
と
、
「
会
期
日
数
」
は

８１
・
３
日
、
「
会
議
日
数
」
は
２１

・
３
日
と
な
っ
た
�
上
表
。

こ
の
ほ
か
臨
時
会
の
開
催
状
況

で
は
、
「
市
長
招
集
臨
時
会
」
が

７
７
１
市
（
９５
・
７
％
）
で

開

催
。

「
会
期
日
数
」
は
４
・
０
日
、
「
会

議
日
数
」
３
・
５
日
と
な
っ
た
ほ

か
、
「
議
長
請
求
臨
時
会
」
は
７２

市
（
８
・
９
％
）
が
開
催
。
「
会

期
日
数
」
は
１
・
７
日
、
「
会
議

日
数
」
は
１
・
４
日
。
「
議
員
請

求
臨
時
会
」
は
２７
市
（
３
・
３
％
）

が
開
催
し
た
（
調
査
結
果
は
本
会

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
掲
載
済
）
。

【
３
面
へ
続
く
】

菅
内
閣
は
６
月
２２
日
、
地
域
主

権
戦
略
大
綱
を
閣
議
決
定
し
、
地

域
主
権
改
革
に
よ
っ
て
目
指
す
理

念
を
定
義
づ
け
た
。
同
大
綱
は
今

後
、
地
域
主
権
改
革
を
進
め
て
い

く
た
め
の
羅
針
盤
と
な
る
。

【
２
面
に
関
連
記
事
掲
載
】

第
１
章
で
地
域
主
権
改
革
の
全

体
像
を
掲
げ
る
戦
略
大
綱
は
、
全

１０
章
で
構
成
さ
れ
る
。
「
地
方
税

財
政
を
扱
う
項
目
を
独
立
し
て
起

こ
す
べ
き
」
と
す
る
地
方
側
の
意

見
に
配
慮
し
、
大
綱
に
は
第
６
章

と
し
て
「
地
方
税
財
源
の
充
実
確

保
」
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

第
５
章
の
「
ひ
も
付
き
補
助
金

の
一
括
交
付
金
化
」
で
は
導
入
時

期
を
平
成
２３
年
度
か
ら
と
明
記
。

制
度
設
計
に
あ
た
っ
て
は
、
国
と

地
方
の
協
議
の
場
な
ど
を
通
じ
て

細
部
を
詰
め
て
い
く
。
実
現
す
れ

ば
自
治
体
は
、
各
府
省
の
枠
に
と

ら
わ
れ
な
い
予
算
編
成
が
可
能
。

６
月
２２
日
、
地
域
主
権
戦
略
大

綱
と
併
せ
財
政
運
営
戦
略
を
閣
議

決
定
し
た
。
財
政
健
全
化
目
標
と

中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
を
示
し
、
▽

強
い
経
済
▽
強
い
財
政
▽
強
い
社

会
保
障
―
―
を
目
指
す
。

【
２
面
に
関
連
記
事
掲
載
】

財
政
健
全
化
目
標
で
は
、
国
と

地
方
の
基
礎
的
財
政
収
支
に
つ
い

て
「
赤
字
を
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
平
成

２７
年
度
ま
で
に
半
減
」
「
３２
年
度

ま
で
に
黒
字
化
」
を
掲
げ
た
。
中

期
財
政
フ
レ
ー
ム
で
は
、
２３
年
度

の
新
規
国
債
発
行
額
を
約
４４
兆
円

以
下
と
す
る
よ
う
努
め
、
以
降
も

着
実
に
縮
減
さ
せ
る
と
し
た
。

な
お
、
財
政
運
営
の
基
本
ル
ー

ル
と
し
て
「
地
方
公
共
団
体
に
負

担
を
転
嫁
す
る
よ
う
な
施
策
を
行

っ
て
は
な
ら
な
い
」
と
明
記
。
地

方
交
付
税
を
含
め
た
一
般
財
源
の

総
額
は
、
２２
年
度
の
水
準
を
下
回

ら
な
い
よ
う
確
保
す
る
と
し
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1765号７月５日平成22年
（2010年）

７月５日現在の市数
８０９市

うち

指定都市 １９市

中核市 ４０市

特例市 ４１市

一般市 ６８６市

特別区 ２３区

定例会の平均会期日数・平均本会議日数
（平成２１年１月１日～１２月３１日、８０６市が開催）

第１回～第
４回定例会

平均
本会議
日数

１９．０

２１．５

２２．８

２２．１

２４．５

２４．１

２２．６

２４．０

２１．３

平均
会期
日数

７２．６

８０．９

８９．１

８６．１

８６．３

８８．０

９９．４

９９．２

８１．３

第４回
定例会

平均
本会議
日数

４．６

５．２

５．５

５．２

５．９

５．２

５．３

５．７

５．１

平均
会期
日数

１５．７

１７．５

１８．７

１７．４

１７．７

１６．６

１９．３

１８．４

１７．２

第３回
定例会

平均
本会議
日数

４．７

５．３

５．７

５．２

５．７

６．０

５．８

５．９

５．２

平均
会期
日数

２０．６

２２．５

２５．５

２４．３

２４．８

２５．２

３１．１

２９．６

２３．１

第２回
定例会

平均
本会議
日数

４．５

５．１

５．５

５．３

５．９

６．０

４．９

５．８

５．１

平均
会期
日数

１５．６

１７．３

１８．８

１７．４

１７．８

１７．９

１７．７

１８．１

１７．２

第１回
定例会

平均
本会議
日数

５．２

５．９

６．２

６．４

７．０

７．２

６．６

６．７

５．９

平均
会期
日数

２０．７

２３．８

２６．１

２７．０

２６．０

２９．０

３１．３

３３．１

２４．０

５万未満
（２５４市）

５～１０万
（２６６市）

１０～２０万
（１５９市）

２０～３０万
（４３市）

３０～４０万
（３０市）

４０～５０万
（２１市）

５０万以上
（１５市）

指定都市
（１８市）

全市
（８０６市）

６月２２日に
閣 議 決 定

地地
域域
主主
権権
大大
綱綱

財財
政政
運運
営営
戦戦
略略

定定
例例
会会
のの
平平
均均
会会
期期

日日
数数
・・
本本
会会
議議
日日
数数

市市
議議
会会
活活
動動
のの
実実
態態
まま
とと
めめ
るる

本会調査

２１
年
中
の
会
議
、委
員
会
の
開
催
状
況

（１） 平成２２年７月５日 第１７６５号
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基
本
的
な
考
え
方
ま
と
め
る

自
治
法
抜
本
改
正
に
向
け－

地
方
行
財
政
検
討
会
議

地域主権戦略大綱に
ついての共同声明

本日、「地域主権戦略大綱」が閣議

決定された。

菅新総理大臣の下、今後の地域主権

改革推進の羅針盤となるべき大綱が当

初の予定通り６月中に閣議決定された

ことは、菅内閣においても地域主権を

強力に推進していく姿勢が明確に示さ

れたものとして評価する。

大綱では、国と地方公共団体の関係

を上下の関係から対等の立場で対話の

できる新たなパートナーシップの関係

へと根本的に転換することや、住民主

体の発想に基づき改革を推進するとの

強い決意が明確に示された。

また、地方税財源の強化、義務付け

・枠付けの見直しと条例制定権の拡

大、基礎自治体への権限移譲、国の出

先機関の原則廃止、ひも付き補助金の

一括交付金化など、広範な分野にわた

って方針が示された。政府は各省に任

せることなく、政治主導でこれを断固

として実行しなければならない。

今後の具体的な目標・工程表等の策

定や各分野の制度設計に当たっては、

「国と地方の協議の場」等を通じて地

方と十分協議の上、地方の意見・提言

を最大限反映されるよう強く求める。

我々地方も、真の分権型社会の構築

に向け引き続き全力を尽くす所存であ

る。

平成２２年６月２２日 地方六団体

「財政運営戦略」について
本日閣議決定された「財政運営戦略」

は、国・地方の基礎的財政収支（プラ

イマリー・バランス）について、赤字

の対ＧＤＰ比を当初５年間で半減する

といった目標を掲げ、新成長戦略の実

行により名目３％超の経済成長の実現

を目指すとともに、歳出の抑制、消費

税を含む税制の抜本的な改革を行い、

財政の健全化を図るとしている。

我々地方も、我が国の財政状況に対

する危機感は共有するところである。

一方、依然として厳しい雇用情勢に

見られるとおり、我が国経済はいまだ

順調な回復軌道に乗ったとは言い難

い。財政指標の改善だけを優先して景

気回復の腰を折る拙速な対応は避け、

地域の活力・創意工夫を思い切って引

き出すなど、まずは経済成長戦略を着

実に実行することを求める。

地方財政に関しては、その自主的か

つ安定的な運営に配慮することが明記

された。小泉内閣当時はプライマリー

バランスの改善という目標の下で地方

交付税が大幅に削減された結果、その

後の深刻な地方の疲弊をもたらした。

このような過去の失敗を二度と繰り返

してはならない。

内閣の目指す「強い社会保障」は、地

方公共団体が住民に提供する様々な社

会保障サービスが中心となるものであ

る。税制改革における地方消費税の充

実などを通じ、その裏付けとなる財源

を確固たるものにすることを求める。

「強い経済」「強い財政」「強い社

会保障」の実現は、国と地方の緊密な

連携と国民の理解があってはじめて達

成可能となる。今後、地方財政対策を

はじめ予算編成等における具体化に当

たっては、「国と地方の協議の場」等

を通じ、地方の実態や意見を踏まえ、

開かれた形で十分な検討を行うことを

強く求める。

平成２２年６月２２日 地方六団体

６
月
２２
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
地
域
主
権
戦
略
大
綱
」
「
財
政

運
営
戦
略
」
。
と
も
に
地
方
税
財

政
へ
影
響
を
も
た
ら
す
指
針
だ
け

に
地
方
側
の
関
心
も
大
き
い
。
大

綱
と
戦
略
の
閣
議
決
定
を
受
け
地

方
六
団
体
が
発
表
し
た
声
明＝

左

掲＝

で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
を
進
め
る

に
あ
た
り
「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
」
を
活
用
す
る
よ
う
求
め
て
お

り
、
地
方
の
実
態
を
踏
ま
え
た
施

策
の
推
進
が
不
可
欠
だ
。

【
１
面
に
関
連
記
事
掲
載
】

閣
議
決
定
を
翌
日
に
控
え
た
２１

日
、
首
相
官
邸
で
は
「
第
３
回
国

と
地
方
の
協
議
の
場
」
が
開
催
さ

れ
た
。
菅
総
理
も
出
席
す
る
中
、

地
方
側
の
代
表
と
し
て
本
会
か
ら

は
五
本
幸
正
会
長
（
富
山
市
議
会

議
長
）
が
出
席
。
戦
略
大
綱
に
つ

い
て
地
域
主
権
推
進
担
当
の
原
口

大
臣
は
「
地
方
消
費
税
、
あ
る
い

は
財
政
、
権
限
移
譲
を
し
っ
か
り

と
進
め
て
い
き
た
い
」
と
抱
負
を

語
っ
た
。
ま
た
、
運
営
戦
略
に
つ

い
て
は
「
地
方
か
ら
の
意
見
を
踏

ま
え
て
経
済
成
長
や
税
収
増
を
目

指
す
」
と
語
っ
た
。

「
地
方
と
膝
を
つ
き
合
わ
せ
て

進
め
る
」
と
は
、
通
常
国
会
で
の

菅
総
理
の
所
信
表
明
の
言
葉
。
協

議
の
場
を
活
用
し
地
方
の
意
見
を

真
摯
に
受
け
と
め
、
今
後
の
施
策

展
開
を
目
指
し
て
も
ら
い
た
い
。

総
務
省
は
６
月
２２
日
、
「
地
方

自
治
法
抜
本
改
正
に
向
け
て
の
基

本
的
な
考
え
方
」
を
ま
と
め
た
。

こ
の
報
告
書
は
、
原
口
総
務
相

が
議
長
を
務
め
る
地
方
行
財
政
検

討
会
議
で
、
こ
れ
ま
で
検
討
し
て

き
た
議
論
を
踏
ま
え
、
現
時
点
で

の
論
点
整
理
と
し
て
ま
と
め
た
も

の
。
自
治
体
の
基
本
構
造
の
あ
り

方
に
つ
い
て
報
告
書
で
は
、
組
織

や
運
営
、
住
民
自
治
の
仕
組
み
を

現
行
法
の
枠
組
み
の
中
で
可
能
な

限
り
、
地
域
住
民
が
選
択
で
き
る

よ
う
な
姿
に
す
べ
き
と
掲
げ
た
。

ま
た
、
長
と
議
会
の
関
係
の
見

直
し
に
つ
い
て
は
▽
執
行
機
関
の

監
視
を
野
党
的
な
勢
力
の
み
が
担

い
が
ち
▽
条
例
提
案
な
ど
政
策
形

成
に
つ
い
て
議
会
が
執
行
機
関
に

依
存
▽
議
会
の
議
決
行
使
の
実
態

は
長
の
提
案
を
追
認
―
―
の
傾
向

が
強
い
と
指
摘
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
議
会
に
よ
る
不
信

任
議
決
、
長
に
よ
る
議
会
の
解

散
、
長
に
よ
る
専
決
処
分
な
ど
、

長
と
議
会
が
対
立
し
た
場
合
の
解

決
手
段
が
適
切
に
行
使
さ
れ
て
い

な
い
と
し
、
現
行
制
度
の
課
題
と

位
置
づ
け
た
。

地
方
行
財
政
検
討
会
議
で
は
今

後
も
議
論
を
重
ね
、
本
年
１１
月
に

も
改
め
て
報
告
書
を
取
り
ま
と
め

る
予
定
と
し
て
い
る
。

地
域
主
権
大
綱
と
財
政
運
営
戦
略

具具
体体
案案
はは
国国
とと
地地
方方
でで
協協
議議

◆「地域主権改革」とは、「日本国憲法の理念の下に、住民に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担う
ようにするとともに、地域住民が自らの判断と責任において地域の諸課題に取り組むことができるようにするための改革」

◆国と地方が対等なパートナーシップの関係にあることを踏まえ、地域の自主的判断を尊重しながら、国と地方が協働して
「国のかたち」をつくる。「補完性の原則」に基づき、住民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆだねることを基
本。その中でも住民に身近な基礎自治体を重視

◆戦略大綱は、地域主権改革を総合的かつ計画的に推進するため、当面講ずべき必要な法制上の措置その他の措置を定める
ほか、今後おおむね２～３年を見据えた改革の取組方針を明らかにする。戦略大綱に基づく改革の取組の成果等を踏まえ、
平成２４年夏を目途に「地域主権推進大綱（仮称）」を策定

◆総理大臣を議長とする地域主権戦略会議を中心に、より一層の政治主導で集中的かつ迅速に改革を推進。適時に国と地方
の協議の場を開催し、国と地方の実効ある協議を行い、改革の推進及び国と地方の政策の効果的・効率的な推進を図る。

１ 取組の意義等
２ これまでの取組と当面の具体的措置
３ 今後の課題と進め方

１ 基本的な考え方
２ 具体的な措置
３ 円滑な権限移譲の実現に向けて
４ 今後の取組

１ 趣旨
２ 一括交付金の対象範囲
３ 一括交付金の制度設計
４ 導入のための手順

１ 改革に取り組む基本姿勢
２ 改革の枠組み

別紙１ 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大の具体的措置（第２次見直し）
別紙２ 基礎自治体への権限移譲の具体的措置

１これまでの取組の実績と成果
２今後の課題と進め方

１ 地方公共団体の基本構造
２ 議会制度
３ 監査制度
４ 財務会計制度

１ 基本的考え方
２ 今後の取組

１ 基本的考え方
２ 具体的取組

地域主権戦略大綱（構成と概要） 平成２２年６月
第１地域主権改革の全体像

第６ 地方税財源の充実確保

第７ 直轄事業負担金の廃止

第８ 地方政府基本法の制定（地方自治法の抜本見直し）

第９ 自治体間連携・道州制

第１０ 緑の分権改革の推進

第２ 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大

第３ 基礎自治体への権限移譲

第４ 国の出先機関の原則廃止（抜本的な改革）

第５ ひも付き補助金の一括交付金化

第１７６５号 平成２２年７月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１１
特特
別別
委委
員員
会会
ああ
たた
りり

のの
活活
動動
状状
況況（（
平平
均均
））

次
に
、
特
別
委
員
会
の
活
動
状

況
で
あ
る
。

特
別
委
員
会
は
自
治
法
１
１
０

条
に
そ
の
設
置
根
拠
を
置
い
て
い

る
。ま

ず
、
全
国
８
０
６
市
に
お
い

て
平
成
２１
年
中
に
「
実
際
に
開
催

し
た
特
別
委
員
会
の
数
」
を
み
る

と
「
２
委
員
会
」
が
１
６
１
市
（
２０

・
０
％
）
で
最
も
多
く
、
次
い
で

「
３
委
員
会
」
が
１
６
０
市
（
１９

・
９
％
）
、
「
４
委
員
会
」
が
１

４
０
市
（
１７
・
４
％
）
、
「
５
委

員
会
」
が
９３
市
（
１１
・
５
％
）
、

「
１
委
員
会
」
が
８３
市
（
１０
・
３

％
）
の
順
と
な
っ
た
。

次
に
、
「
１
特
別
委
員
会
あ
た

り
の
活
動
状
況
（
平
均
）
」
は
表

３
の
通
り
。「
会
期
中
開
催
日
数
」

が
２
・
８
日
、
「
閉
会
中
開
催
日

数
」
２
・
６
日
。
こ
れ
ら
を
合
わ

せ
た
「
全
開
催
日
数
」
は
５
・
４

日
と
な
っ
た
。

さ
ら
に
、
２１
年
中
の
「
市
外
行

政
視
察
回
数
」
は
０
・
２
回
、「
市

外
行
政
視
察
日
数
」
は
０
・
５
日

で
、
す
べ
て
の
活
動
日
数
を
合
わ

せ
た
「
年
間
活
動
日
数
（
平
均
）
」

は
５
・
９
日
と
な
っ
た
。

ま
た
、
特
別
委
員
会
の
活
動
状

況
の
う
ち
、
平
成
２１
年
中
の
「
予

算
審
査
特
別
委
員
会
」
設
置
市
は

全
市
の
う
ち
３
８
８
市
（
４８
・
１

％
）
、
「
決
算
審
査
特
別
委
員
会
」

設

置

市

は
６
２
６
市
（
７７
・
７

％
）
と
な
っ
た
。

【
１
面
か
ら
続
く
】

常常
任任
委委
員員
会会
のの

開開
催催
状状
況況

常
任
委
員
会
に
つ
い
て
は
、
自

治
法
第
１
０
９
条
第
１
項
で
「
普

通
地
方
公
共
団
体
の
議
会
は
、
条

例
で
、
常
任
委
員
会
を
置
く
こ
と

が
で
き
る
」
と
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
設
置
の
数
は
平
成
１２
年
の

自
治
法
一
部
改
正
に
よ
り
、
そ
れ

ま
で
の
市
の
人
口
段
階
ご
と
の
設

置
上
限
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
に
と

も
な
い
、
そ
の
設
置
の
根
拠
は
各

市
の
条
例
に
委
ね
ら
れ
た
。

ま
た
、
平
成
１８
年
の
自
治
法
一

部
改
正
に
よ
り
、
議
員
の
１
人
１

常
任
委
員
会
の
所
属
制
限
が
撤
廃

さ
れ
た
。

本
会
調
査
で
は
、
ま
ず
各
市
の

「
条
例
で
定
め
た
常
任
委
員
会
の

数
」
を
把
握
す
る
と
と
も
に
「
実

際
に
開
催
し
た
常
任
委
員
会
の

数
」
に
つ
い
て
も
調
べ
た
。

調
査
結
果
に
よ
る
と
、
全
国
８

０
６
市
に
お
け
る
平
成
２１
年
中
に

「
実
際
に
開
催
し
た
常
任
委
員

会
」
の
状
況
は
表
１
の
通
り
。「
３

委
員
会
」
が
３
６
８
市
（
４５
・
７

％
）
で
最
も
多
く
、
次
い
で
「
４

委

員

会
」
３
２
７
市
（
４０
・
６

％
）
、
「
２
委
員
会
」
４９
市
（
６

・
１
％
）
、「
５
委
員
会
」
３７
市
（
４

・
６
％
）
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
全
国
平
均
の
委
員
会
数

は
、
３
・
５
委
員
会
で
あ
り
、
人
口

段
階
が
大
き
く
な
る
に
つ
れ
平
均

委
員
会
数
が
多
く
な
っ
て
い
る
。

１１
常常
任任
委委
員員
会会
ああ
たた
りり

のの
活活
動動
状状
況況（（
平平
均均
））

平
成
２１
年
中
の
全
国
８
０
６
市

に
お
け
る
「
１
常
任
委
員
会
あ
た

り
の
活
動
状
況
（
平
均
）
」
は
表

２
の
通
り
で
あ
る
。

「
会
期
中
」
の
開
催
日
数
は
全

市
平
均
で
６
・
７
日
。「
閉
会
中
」

の
開
催
日
数
は
２
・
４
日
。
「
会

期
中
」
「
閉
会
中
」
を
合
わ
せ
た

「
全
開
催
日
数
」
は
９
・
１
日
と

な
っ
た
。「
市
外
行
政
視
察
回
数
」

は
全
市
平
均
で
０
・
９
回
、
「
市

外
行
政
視
察
日
数
」
は
全
市
平
均

で
は
２
・
５
日
と
な
っ
た
。

全
開
催
日
数
と
市
外
行
政
視
察

日
数
を
合
算
し
た
「
年
間
活
動
日

数
」
は
１１
・
６
日
と
な
っ
た
。

な
お
、
「
年
間
活
動
日
数
」
の

人
口
段
階
別
の
数
値
を
み
る
と
、

「
人
口
５
万
未
満
」
で
は
１０
・
３

日
で
あ
る
が
、
人
口
の
規
模
が
大

き
く
な
る
に
従
い
活
動
日
数
が
増

え
、
「
指
定
都
市
」
で
は
１９
・
１

日
と
な
っ
た
。

【表１】常任委員会の数
（実際に開催した数、平成２１年１月１日～１２月３１日、８０６市）

平均

３．０委員会

３．４委員会

３．８委員会

４．０委員会

４．３委員会

４．４委員会

５．２委員会

５．７委員会

３．５委員会

８委
員会

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

１市
５．６％

１市
０．１％

７委
員会

０市
０．０％

０市
０．０％

１市
０．６％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

１市
６．７％

０市
０．０％

２市
０．２％

６委
員会

０市
０．０％

１市
０．４％

１市
０．６％

１市
２．３％

１市
３．３％

１市
４．８％

２市
１３．３％

１１市
６１．１％

１８市
２．２％

５委
員会

４市
１．６％

１市
０．４％

２市
１．３％

０市
０．０％

７市
２３．３％

７市
３３．３％

１１市
７３．３％

５市
２７．８％

３７市
４．６％

４委
員会

２９市
１１．４％

１０６市
３９．８％

１１７市
７３．６％

３８市
８８．４％

２２市
７３．３％

１３市
６１．９％

１市
６．７％

１市
５．６％

３２７市
４０．６％

３委
員会

１７８市
７０．１％

１４９市
５６．０％

３７市
２３．３％

４市
９．３％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

３６８市
４５．７％

２委
員会

４０市
１５．７％

８市
３．０％

１市
０．６％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

４９市
６．１％

１委
員会

３市
１．２％

１市
０．４％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

０市
０．０％

４市
０．５％

５万未満
（２５４市）

５～１０万
（２６６市）

１０～２０万
（１５９市）

２０～３０万
（４３市）

３０～４０万
（３０市）

４０～５０万
（２１市）

５０万以上
（１５市）

指定都市
（１８市）

全市
（８０６市）

【表２】１常任委員会あたりの活動状況（平均）
（平成２１年１月１日～１２月３１日、８０６市）

年間活
動日数

１０．３

１０．５

１１．３

１４．０

１３．６

１４．４

１５．２

１９．１

１１．６

市外行政
視察日数

２．２

２．４

２．７

２．９

２．８

２．８

３．０

２．９

２．５

市外行政
視察回数

０．８

０．９

１．０

１．１

１．１

１．０

１．２

１．０

０．９

全開催
日数

８．１

８．２

８．６

１１．１

１０．７

１１．６

１２．１

１６．２

９．１

閉会中
開催日数

２．４

１．７

２．０

３．１

３．２

２．３

４．９

５．３

２．４

会期中
開催日数

５．７

６．４

６．６

８．０

７．５

９．２

７．２

１０．９

６．７

５万未満
（２５４市）

５～１０万
（２６６市）

１０～２０万
（１５９市）

２０～３０万
（４３市）

３０～４０万
（３０市）

４０～５０万
（２１市）

５０万以上
（１５市）

指定都市
（１８市）

全市
（８０６市）

【表３】１特別委員会あたりの活動状況（平均）
（平成２１年１月１日～１２月３１日、８０６市）

年間活
動日数

５．６

５．５

５．９

６．３

６．４

６．６

６．７

７．６

５．９

市外行政
視察日数

０．３

０．４

０．６

０．７

０．７

０．８

０．４

１．３

０．５

市外行政
視察回数

０．２

０．２

０．３

０．３

０．４

０．３

０．３

０．６

０．２

全開催
日数

５．３

５．１

５．３

５．６

５．７

５．８

６．２

６．２

５．４

閉会中
開催日数

２．９

２．５

２．１

２．７

２．９

３．１

２．６

２．６

２．６

会期中
開催日数

２．４

２．６

３．２

２．９

２．８

２．７

３．６

３．６

２．８

５万未満
（２５４市）

５～１０万
（２６６市）

１０～２０万
（１５９市）

２０～３０万
（４３市）

３０～４０万
（３０市）

４０～５０万
（２１市）

５０万以上
（１５市）

指定都市
（１８市）

全市
（８０６市）

（３） 平成２２年７月５日 第１７６５号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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世
界
の
３
６
０
０
を
超
え
る
都

市
が
加
盟
す
る
平
和
市
長
会
議
で

は
、
平
成
３２
年
ま
で
に
核
兵
器
廃

絶
を
目
指
す
「
２
０
２
０
ビ
ジ
ョ

ン
（
核
兵
器
廃
絶
の
た
め
の
緊
急

行
動
）
」
を
世
界
的
に
展
開
し
て

い
る
。
そ
の
一
環
と
し
て
平
成
２０

年
４
月
、
核
兵
器
廃
絶
に
向
け
、

各
国
政
府
等
が
遵
守
す
べ
き
プ
ロ

セ
ス
な
ど
を
定
め
た
「
ヒ
ロ
シ
マ

・
ナ
ガ
サ
キ
議
定
書
」
を
発
表
し

た
。こ

の
議
定
書
が
３２
年
ま
で
に
核

兵
器
を
廃
絶
す
る
た
め
の
道
筋
を

示
す
も
の
で
あ
り
、
核
兵
器
の
不

拡
散
に
関
す
る
条
約
（
Ｎ
Ｐ
Ｔ
）

を
補
完
す
る
も
の
と
し
て
、
平
和

市
長
会
議
は
、
２２
年
５
月
に
開
か

れ
る
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再
検
討
会
議
で
採
択

さ
れ
る
こ
と
を
目
指
し
て
き
た
。

そ
の
た
め
意
見
書
で
は
、
２２
年

５
月
の
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再
検
討
会
議
で

「
ヒ
ロ
シ
マ
・
ナ
ガ
サ
キ
議
定
書
」

を
議
題
と
し
て
提
案
し
、
そ
の
採

択
に
向
け
、
核
保
有
国
を
は
じ
め

と
す
る
各
国
政
府
に
働
き
か
け
る

こ
と
な
ど
を
強
く
求
め
て
い
る
。

な
お
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
国
連
本

部
で
開
か
れ
た
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再
検
討
会

議
は
、
核
廃
絶
へ
の
具
体
的
措
置

を
含
む
６４
項
目
の
行
動
計
画
を
盛

り
込
ん
だ
最
終
文
書
を
採
択
し
、

５
月
２８
日
閉
幕
し
た
。

▼
議
長

▽
東
海

井
上
正
人
（
４
・
９
）

▽
多
治
見

嶋
内
九
一
（
５
・
１２
）

▽
大
崎

三
神
祐
司
（
５
・
１３
）

▽
太
田

伊
藤

薫
（
５
・
１３
）

▽
瀬
戸

川
本
雅
之
（
５
・
１３
）

▽
豊
田

松
井
正
衛
（
５
・
１３
）

▽
高
崎

柴
田
和
正
（
５
・
１４
）

▽
高
浜

小
野
田
由
紀
子
（
５
・
１４
）

▽
岸
和
田

大
松
政
司
（
５
・
１４
）

▼
副
議
長

▽
東
海

斉
藤

誠
（
４
・
９
）

▽
多
治
見

宮
嶋
由
郎
（
５
・
１２
）

▽
大
崎

関

武
徳
（
５
・
１３
）

▽
太
田

稲
葉
征
一
（
５
・
１３
）

▽
瀬
戸

三
木
雪
実
（
５
・
１３
）

▽
豊
田

清
水
俊
雅
（
５
・
１３
）

▽
高
崎

岩
田

寿
（
５
・
１４
）

▽
高
浜

北
川
広
人
（
５
・
１４
）

▽
岸
和
田

岡
林
憲
二
（
５
・
１４
）

▼
事
務
局
長

▽
大
崎

高
橋
英
文
（
４
・
１
）

▽
福
島

鈴
木
英
司
（
４
・
１
）

▽
高
崎

高
村

正
（
４
・
１
）

▽
太
田

塚
越

隆
（
４
・
１
）

▽
瀬
戸

鳥
居
幸
雄
（
４
・
１
）

▽
豊
田

水
野
孝
一
（
４
・
１
）

▽
高
浜

松
井
敏
行
（
４
・
１
）

▽
多
治
見

青
山

崇
（
４
・
１
）

▽
岸
和
田

小
堀
喜
康
（
４
・
１
）

前
号
に
引
き
続
き
、
本
会
が
３
月
定
例
会
を
中
心
と
し
て
取
り
ま
と
め
た
「
意
見
書
・
決
議
の
議
決
状

況
」
（
下
）
を
み
る
と
、
２
０
１
０
年
核
不
拡
散
条
約
（
Ｎ
Ｐ
Ｔ
）
再
検
討
会
議
が
５
月
に
開
催
さ
れ
る

に
あ
た
り
、
ヒ
ロ
シ
マ
・
ナ
ガ
サ
キ
議
定
書
の
採
択
に
向
け
た
取
り
組
み
を
求
め
る
も
の
や
、
核
兵
器
の

廃
絶
と
恒
久
平
和
を
求
め
る
意
見
書
が
２
２
４
件
と
急
増
し
て
い
る
。

議会
「
核
兵
器
廃
絶
・
恒
久
平
和
実
現
」が
急
増

３３
月月
定定
例例
会会
のの

意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況

（下）

意見書・決議の議決状況（下） （２２．１．１～４．３０）

決 議
【建設・運輸・郵政・国土保全】 【 ４３】 【 ８】
○安心・安全な公共事業を推進するため、国 ７ ―
土交通省の事務所・出張所の存続を求める
○郵政民営化の抜本見直し ６ ―
○その他 ３０ ８
【労働・商工】 【 ２５５】 【 ３】
○改正賃金業法の早期完全施行等 ４８ ―
○若者の雇用創出と新卒者支援の充実 ４７ ―
○中小企業等金融円滑化法の実効性を求める ２８ ―
○最低賃金法の抜本改正 ２１ ―
○さらなる総合経済対策の策定 １９ ―
○自営業者の自家労働を必要経費と認める １５ ―
○「協働労働の協同組合法（仮称）」の速やかな １５ ―
制定
○雇用・能力開発機構「地域職業訓練センタ １４ ―
ー」の存続
○労働者派遣法の抜本的見直し ９ ―
○季節労働者の失業給付を９０日分にし、 ７ ―
季節労働者対策の強化
○公共工事における適正な賃金・労働条件の ８ ―
確保
○雇用対策の拡充 ６ ―
○その他 １８ ３
【警察・防災・消防】 【 ７】 【 ３】
○交通事故防止に関する決議 ― ３
○その他 ７ ―
【外交・防衛・国際関係】 【 ２８４】 【 １８】
○核兵器の廃絶と恒久平和実現への取組 ２２４ ２
○非核三原則の早期法制化と遵守 １４ １
○普天間基地の各地域への移設反対など １２ ５
○「非核日本宣言」 ５ ―
○「慰安婦」問題について政府の誠実な対応 ５ ―
○その他 ２４ １０
【社会・くらし】 【 ３０９】 【 ２】
○介護保険制度の抜本的な基盤整備 ８３ ―
○選択的夫婦別姓制度の導入反対・慎重な ５０ ―
対応
○保育所最低基準の緩和見直しなど、保育 ３６ ―
所・児童入所施設の環境改善、子育て支
援の充実
○児童虐待を防止するための親権制限 ３０ ―
○ＵＲ賃貸住宅居住者の居住の安定 １６ ―
○新成長戦略に関する早期の行程表の作成 １５ ―
及び財政展望の明示
○社会的セーフティネットの拡充 １３ ―
○生活保護行政の問題解決・制度改善 ８ ―
○その他 ５８ ２
【その他】 【 １１８】 【 ９】
【合 計】 【 １，０１６】 【 ４３】
【総合計】 【 １，８３９】 【 ６７】

意見書件 名

議議
会会
人人
事事
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